
第５章

中国の二輪車産業

――開発能力の向上と企業間分業関係の規律化――

大 原　盛 樹　

はじめに

　中国の産業は，日本がかつて辿った路を同じように進みながら発展してい

るのだろうか。それとも両者はそれぞれ異なる特色を有しつつ，独自の方向

に向かおうとしているのだろうか。本章の目的は，近年の二輪車産業を事例

に，中国の産業発展の経路を考察することにある。

　中国の二輪車産業は，１９９０年代に勃興した大量の地場企業による爆発的な

生産拡大を経験した。彼らの製品の多くは「コピー車」「寄せ集め部品の組立」

といわれた新規性の乏しい格安，低品質のバイクで，流動的で不安定な企業

間分業関係のなかで生産されていた（大原［２００１］）。しかし激しい競争のなか

で主要企業は自己革新を続けており，２０００年以降の市場の変化のなかで，製

品開発能力は向上し，企業間分業は安定化に向かっているようだ。問題は，

これらの変化が，先進国のドミナント企業（第１章）と同じ経路を辿るもの

なのか，それとも後発国の企業として，それとは異なる経路を歩んでいるの

か，という点である。

　本章は，第１節で産業発展過程に関する一般的な想定と日本の経験を取り

上げ，それと中国の二輪車産業の１９９０年代から２０００年代半ばまでの発展過程

との相違を指摘する。その相違の内容をより具体的に検討するため，続く各



節で中国の製造現場の実態を，日本との比較を念頭におきながら検証する。

第２節では完成車企業，第３節では部品企業について，製品開発能力の向上

のあり方を検証する。次いで第４節では，完成車企業と部品企業の企業間分

業関係の規律化を検証する。最後にまとめとして，中国の産業発展の経路と

日本のそれとの相違を明示し，今後の発展の方向性を簡単に検討する。

　以下若干長くなるが，本章で焦点を当てる企業および企業調査の概要を紹

介しておく。

　本章が検討するのは，嘉陵工業有限責任公司（集団）（以下，嘉陵），中国軽

騎集団有限公司（以下，軽騎），宗申摩托車集団（以下，宗申），およびこれら

３社の重要一次部品サプライヤーである。嘉陵は１９８０年代から１９９０年代後半

まで一貫して中国で最大，かつ最高の技術を有する二輪車企業を自認してき

た軍需系の大型国有企業である。軽騎は中国で最も古く，１９５０年代から二輪

車生産を行ってきた大型国有企業で，１９９７年から３年間，生産量で中国第１

位になった。一方，宗申は１９９０年代前半に設立された新しい企業で，コピー

部品の組立生産を契機に急激に成長した民間完成車企業の代表的存在である。

彼らと日本のホンダ，ヤマハとを比較する。

　本章の記述は筆者が直接行った聞き取り調査の結果に基づいている。中国

での調査は１９９８～１９９９年初頭（第一次調査），２００１～２００３年（第二次調査），２００４

年（補足調査）に行った。部品企業の大部分は完成車企業の仕様に基づくカス

タム設計の組付部品を供給する一次部品サプライヤーで，エンジン，駆動，

制御，電装に関する重要部品を製造する。第一次調査では，嘉陵の部品企業

について７社（章末の付表�～�社，うち資本関係を有するもの１社，資本関係は

ないがグループ関係を築いていたもの５社），軽騎については５社（�～�社，うち

資本関係にあるもの３社），宗申については６社（�～�社，うち資本関係はない

が特別な協力関係（１）を築いているもの５社），計１８社の部品企業を調査した。第

二次調査では，第一次調査とできる限り同じ企業を訪問するように努めた。

しかし一部再訪できなかった企業（嘉陵４社，宗申１社）があり，嘉陵につい

て４社（�～�社），宗申について４社（�～�社），計８社の部品企業を新たに
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加えた。調査企業の簡単なプロフィールについては付表のとおりである。な

お第一次調査の結果は大原［２００１］としてすでに公表されている。

第１節　１９９０年代からの中国二輪車産業の変化――日本の発

展過程との比較

　１．産業発展過程における一般的議論および日本の経験との相違

　後発産業化国の産業発展過程に関する代表的な議論は，日本の経験に符合

する場合が多い。あるいは，それらの議論が日本を含む，先進国化したかつ

ての後発国の経験を多分に意識して組み立てられたというべきかもしれない。

ここでは，企業の大規模化および分業組織の統合度の強化と，製品開発能力

の向上に関する既存の一般的仮説を検討しよう。

　���������	�
�	����
��
�［１９７５］および���������	�
�	�
����［１９９３］によ

れば，ある産業の発展の初期には，多数の小規模企業が多様な製品を供給す

るが，そこでは流動的な取引方法を用いて分業を行う分散的な産業組織が形

成されている。しかし，市場の大勢を獲得するドミナント・モデル（決定版）

が出現し，製品技術が標準化すると，次に製造技術の工夫と大量生産化によ

るコスト競争が始まる。すると，取引先企業との統合度を高めた少数の大企

業による寡占的な競争が始まるという（第１章参照）。企業組織の大規模化，

統合度の強化と市場の寡占構造の出現については，��������［１８９０］および

��������［１９６２］によっても企業発展の一般的経路として提唱されてきた。

第２章で検討したように，日本の二輪車産業はこのモデルに非常に近い形で

発展を遂げた。すなわち，１９５０年代までは大量の小規模企業が流動的分業組

織を形成して多様なモデルをリリースしていたが，１９５０年代末のドミナント・

モデル（ホンダ�１００，巻頭写真１を参照）の出現以降，業界は大量生産を行う

近代的大企業４社による寡占体制となって長期間の安定をみた。
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　一方，技術的能力の向上については，製品開発の新規性の程度がひとつの

指標となる（２）。���������	�
�	����
��
�［１９７５］のモデルでは，産業発展と

その国の諸企業の技術的能力の質的向上に直接的な繋がりが想定されていな

い（３）。むしろ製品技術，製造技術の双方で，企業は新規性のある「独自のイ

ノベーション」を行う力があると想定されている。しかし産業化の後発国で

は，ほぼあらゆる産業において，発展の初期段階ですでに先進国にある程度

標準化した製品技術および製造技術が存在する。一般に，後発国の産業発展

はそれらの模倣から始まると想定される。「模倣からイノベーションへ」

（���［１９９７］）といわれるように，後発国の産業発展の過程とは諸企業の技術

的能力の形成過程であり，発揮する技術の新規性の程度を増大させる過程と

捉えるのである（４）。そのような発展過程をより具体的に製品開発能力の形

成にあてはめれば，後発国企業が，�リバース・エンジニアリングでの試行

錯誤や提携先からの技術移転による学習を通じて徐々に独自の技術的能力を

形成し，�次第に自らの工夫を加えるようになり（マイナーチェンジ），�最

終的に独自性を主張できる製品や製造方法を開発するようになる（メジャー

チェンジ），という経路を辿ることだとみなすことができよう。

　ここで再び日本の二輪車産業の経験を顧みると，やはりそのような仮説と

符合する点が多い。戦後すぐの段階で，二輪車の基本的な製品技術はすでに

欧米において成熟化していた。１９５０年代の日本で行われたのは，上述の製造

技術における大量生産化であり，製品技術については，新興企業による欧州

の有力モデルの模倣からマイナーチェンジ・モデルの開発，そして全く新し

いユーザーを対象にして新規に開発した独自製品の登場であった。

　日本企業の経験で注目すべきは，模倣→マイナーチェンジ→メジャーチェ

ンジのステップアップが速やかに進展した点である。ヤマハが最初にリリー

スした新製品はドイツ車のフルコピーだったが，第二機種の開発で多くの独

自設計部品が盛り込まれ，３年後に開発された第三機種は，エンジンから新規

設計したメジャーチェンジといいうる独創的製品だった。彼らは，模倣の段

階からごく近い将来のメジャーチェンジを想定して技術の学習をしていたの

���



である。

　２．１９９０年代の中国の現実と一般的仮説との相違

　しかし中国の二輪車産業は，発展の過程で，�大規模化，寡占化，取引先

企業との統合度の強化，�製品開発能力の形成による製品のメジャーチェン

ジ化，という経路を，日本と同じような形で辿ることはなかった。以下，簡

単に歴史的経緯を振り返ってみよう（５）。

　�　市場シェアの分散化を伴う企業の大規模化

　中国の二輪車産業は，１９８０年代初頭から嘉陵等の大型国有企業が牽引する

形で本格的な発展をした（６）（図１，表１）。１９８０年代は，少数の大型企業の製

品が市場の大半を占める寡占状態にあり，そこで採用された企業間分業関係

は，実力の優った完成車企業が特定の部品企業と長期継続的関係を維持しな

がらその育成を図るという，統合的なものであった。

　しかし１９９０年代前半に二輪車に対する需要が急増すると，既存の国有完成

車企業は生産規模の急拡大を目指し，部品の確保のために多数の部品企業と

スポット的取引を行うようになった。新興民間企業を中心に高利潤をねらっ

た新規参入が相次ぎ，既存モデルのコピー部品を生産し始め，さらにそれら

をかき集めて組み立てることで完成車生産を始めるものが続出して１９９７年に

完成車企業数は１４０社となった。彼らが同質的な製品を重複して生産したた

め価格は急落し，さらにリスク転嫁型の分業関係（後述）のなかで品質問題

が多発した。かつて業界の主役だった国有完成車企業は販売を急減させた。

上位企業の市場占有率は急落し（図２），生産量上位１０社の半数を新興民間企

業が占めるようになった（表１）。そのなかで各社の利益率は下落し，２００１年

には業界全体で赤字に陥った（図３）。先述の一般モデルの想定に反し，各社

の大規模化が市場シェアの分散化をともなったのである。
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　�　新規性に乏しい製品開発と分散的分業関係

　その競争の背後にあった企業の製品開発能力と分業関係は次のようなもの

であった。１９９０年代の彼らの製品開発は，基本的に業界標準化した少数の基

本モデルを形状模倣，あるいはマイナーチェンジしたものであった。それは，

完成車企業とは独立した部品企業の勃興に支えられていた。完成車企業は多

数の部品企業から標準化した部品を安く買い，組み付けることで，素早く新

製品の開発と生産を行うことができた。完成車企業と部品企業の企業間関係

をみると，両者は孤立的に各自の発展を目指していた。完成車企業は開発・

生産にともなうリスクを部品企業にできるだけ転嫁し，部品企業の能力向上

のための特別な措置をあまり講じていなかった。一方，部品企業はリスクを

小さくするため，取引先完成車企業数を増やし，また自らが取引する部品企

業にリスクを再転嫁した。日本では，完成車企業と部品企業がリスクを分担

しつつ，共通目標を掲げて両者の能力の向上を目指す「共同発展型」（統合的）

システムがみられたのに対し，中国では，各自がリスクを転嫁しあいながら，

孤立的に各自の発展を目指す「孤立発展型」（分散的）システムが形成されて

いた。
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（出所）『中国汽車工業年鑑』各年版。

図１　中国における二輪車生産台数の推移
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　図２　　上位完成車企業の市場占有率（台数ベース）

（出所） 『中国汽車工業年鑑』各年版。
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図３　二輪車産業の利潤，投資，R&D支出比率

（注）１．二輪車完成車企業全体（1992年72社→2004年147社）の合計。       

　　　２．利益率＝業界総売上高に占める利潤総額の比率。       

　　　３．R&D比率＝売上高に占めるR&D経費の比率。       

（出所）『中国汽車工業年鑑』各年版。       
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　�　「孤立発展型」分業システム形成の背景

　１９９０年代の中国で以上のような分業システムがみられた重要な原因のひと

つは，各企業に「企業特殊な能力」があまり蓄積されておらず，製品の差別

化を行う力がない同質的な企業が多数存在していたことにあると考えられる。

完成車企業，部品企業とも同質的な製品を製造しているので，取引相手が容

易にみつかる。個々の企業は激しい価格競争のなかで疲弊し，資源蓄積のた

めの余力が限られる。そのなかで，長期継続的な共同努力を通じて特定グ

ループ内部で特殊な能力を形成しようという方向に，企業は向かいにくい。

さらにその背景として，中国の産業発展の歴史的経緯と市場の要因が考えら

れる。計画経済期に全国に機械産業関連の工場が建設された。改革開放後，

多くの企業が二輪車・部品の生産を開始し，そこから大量の民間企業に技術

者，専門管理者が流出した。そして市場の巨大さが多数の量産型企業の存在

を許容した。また市場の要求水準が低いので（７），企業は品質向上より量産能

力の強化を優先した。二輪車の生産と消費面の管理に関する政府の関心も薄

かった。地方政府は地元企業の利益を優先し，消費者の安全，環境問題，知

的財産権等の問題を無視し，中央政府はそれに対しほとんど無力であった。

　３．２０００年以降の業界の変化とその要因――企業の能力向上と市場の変化

　ところが２０００年以降，中国の二輪車産業は質的に大きく変化しているよう

である。特定の上位企業の生産台数が順調に増加し，彼らのシェアが上昇す

るようになった。１９９０年代後半に激変した上位企業の顔ぶれは，２００１年から

２００５年までの期間にはほぼ変動がなくなった。２００３年以降，業界全体の利益

率も回復し始め（図３），生産許可を得た企業数も２００２年をピークに減少に転

じた（２００２年１５６社，２００４年１４７社）。

　その背景には市場の変化があるようだ。経済全体のモノあまり基調の定着

と消費者主権意識の定着により，市場ではあからさまな劣悪商品は減少して
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いる。農村部においても新規需要は一段落し，買い換え需要が増加するよう

になると，消費者の品質要求は高まった。２００１年の���加盟を契機にあから

さまな知的財産権侵害商品も減少した。環境規制も強化され，それをクリア

する新製品の開発が急務となった。政府は業界秩序の回復に力を入れ始め，

生産許可制度の厳格化，末端での交通安全規則の徹底，低品質・未許可生産

バイクの取り締まりを強化し始めた。弱小二輪車企業が存在する基盤は急速

に失われつつあり，実力ある有力企業のみが生き残る時代に入ったようであ

る。

　では中国の二輪車産業は，先に検討した産業発展の一般モデルの軌道に

乗ったと考えてよいのだろうか。１９９０年代の混乱は一種の例外的現象であり，

たとえば日本と同様の経路を中国の二輪車産業は今後辿ることになるのだろ

うか。

　以下の各節で，近年に起きた中国企業の技術的能力，とくに製品開発能力

と企業間分業関係の変化を具体的に考察することで，その問題に対する答え

を検討しよう。

第２節　中国完成車企業の製品開発能力の向上――嘉陵，軽騎，

宗申の事例から

　本節は，中国の３つの完成車企業の���体制の特徴を，日本企業と比べな

がら概観する。製品開発に必要な能力形成に注目しながら，２０００年以降の変

化を検証する。

　本節が明らかにするのは以下の点である。１９９０年代と比較して，人材と組

織的工夫（企業内の部門間および企業外の部品企業との間の協力）の面で，開発

能力が強化されている。開発スピードの上昇とコストの低下が顕著にみられ

る等，製品開発の効率は向上している。ただし開発の内容をみると，革新度

の低いマイナーチェンジが増えており，反対にメジャーチェンジは市場で売
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れないという理由で停滞している。開発チームのインセンティブ・メカニズ

ムに顕著に現れているように，マイナーチェンジを効率的に行う方向に能力

の形成が進んでいるようにみえる。

　１．開発支出と人員

　業界全体の集計データをみると，中国の完成車企業の財務状況は芳しくな

く，���支出は全般的に伸び悩んでいる（図４）。１９９０年代後半に利益率が悪

化した結果，２００３年の業界全体での���支出（１５４社の合計）は５億６０００万元

（６７７０万ドル）に満たないレベルで停滞した。���支出の売上に対する比率も

１％前後に低下した。２００４年には���支出が総額１０億元まで伸びたが，同年

の���比率はそれでも１�５％に満たない。

　製品開発支出が停滞する理由は資金不足だけではなさそうである。より本

質的には，規模の大きな開発から期待できる利益が失敗のリスクの割に少な

いからだと考えられる。

　嘉陵，宗申での２００２年の聞き取り調査によれば，両社の毎年の���支出額

は売上の３～４％（約１億元＝約１２００万ドル）とのことだった。『汽車工業年

鑑』によれば，大企業として分類される完成車企業１１社の１社当たり平均

���支出比率はピーク時の２０００年に３％で，１社当たりの年間���支出額は

同平均５０００万元（６００万ドル）程度であった。一方，日本の完成車企業は通常，

売上高の４～５％を���に支出し，２０００年に１社で２億ドル以上に上った。

したがって中国完成車企業の製品開発への投入金額は，先進国企業の１０分の

１以下の規模といえる。

　開発体制については，３社とも専門の「技術センター」という製品開発の専

門部門を有する。スタッフ数は軽騎が約７０名（２００１年），嘉陵は約３００人（２００３

年，１９９８年は約１００名），宗申も約３００人（２００２年，１９９６年は２０数名）であった。

一方，日本での聞き取り調査によれば，日本の完成車企業の開発スタッフ数

は１３００～１５００名であり，日中の差は支出額ほど大きくない。嘉陵，宗申とも
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１９９０年代末からスタッフ数が顕著に増加している。

　２．開発の質，量，パフォーマンス

　�　「開発」の種類――メジャーチェンジとマイナーチェンジ

　中国の完成車企業で開発の種類を聞くと，「全新開発」（全面的開発）といわ

れるものと，「改造開発」「派生開発」といわれるものがある。前者はその完

成車企業にとって新規性の高いコンセプトで商品企画するもので，日本でい

う「フルモデルチェンジ」に該当しよう。しかしそれが既存モデルと構造，

性能が実際にどの程度異なり，既存モデルで使われた部品をどの程度活用す

るのかは企業やケースによって一様ではない。たとえば，①新規の車種をエ

ンジンから独自開発するもの，②既存車種を参照し，ほぼそれに近いものを

車体，エンジンを含めてリバース・エンジニアリングで作るもの，③エンジ

ンに比較的大きな改造を加えるもの，④既存エンジンを活用し，車体を新し

くしたもの等，さまざまなものが「全面的開発」と呼ばれている。後者は，

���

図４　二輪車産業におけるR&D支出の推移

（注）１．R&D支出と利潤総額は，二輪車完成車企業全体（1998年102社→2004年147社）の合計。

　　　２．R&D比率＝業界の総売上高に占めるR&D経費の比率。

（出所）『中国汽車工業年鑑』各年版。
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⑤自社がすでに有するモデルに外観等で若干の変化を加えるもので，日本企

業のいう「マイナーチェンジ」とほぼ同じと考えてよい（８）。

　先に検討した，模倣→マイナーチェンジ→メジャーチェンジという技術能

力の発展経路を想定すれば，新規性の程度からみて，①がメジャーチェンジ

であり，②～⑤は「基本モデル」のマイナーチェンジの範囲にあるとみなす

ことができる。そこで本研究では，①をメジャーチェンジ（���），②～④を

大型マイナーチェンジ（���），⑤を小型マイナーチェンジ（���）と呼び，

中国企業が���→���→���というキャッチアップ過程を実際に辿ってい

るかどうかを検討する。そのうえで，中国完成車企業の近年の製品開発に関

する全体的な傾向をつかみたい。

　�　開発数――���の増加

　軽騎は１９９９年に政府により「技術革新モデル企業」に指定され，一時期，

���，���を本格化させた。２００１年に１３の新規車種開発プロジェクトがあり，

うち外部の大学，���機関との共同プロジェクトが４～５種，海外企業に委

託するものが２種あった。しかし２００３年にはこれらのほとんどが頓挫してい

た。日本の���コンサルタント会社と提携して開発した���車種（９）は少量

生産が始まっていたが，市場で売れず，失敗と認識されていた。

　嘉陵は従来，独自の新規車種開発にあまり積極的でなく，１９９８年は���が

ひとつ，���が数種あるのみであった（海外完成車企業からの車種導入を除く）。

しかし，２００２年には���が３種，���が３０～４０種に増加していた。���は行

われているようであるが，２００２年時点で，まだ実際に市場投入されていなかっ

た。

　一方，宗申は，１９９８年に���が１０数種あるのみだったが，２００２年の調査に

よれば，同年に���が１００種以上，エンジンの���が２０種に上った。２００４年

の調査時には，���（電子制御燃料噴射）システムを使ったエンジン（１０）を搭載

した製品や４００��エンジン搭載のレース車を開発するなど，���，���を増

加させていた。ただし，���，���車種では，実際には利益が出ておらず，
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現状では技術蓄積と企業イメージの向上に役立つにとどまっているようだっ

た（１１）。

　総じて３社とも���は活発化しておらず，���の割合が増えていることか

ら，２０００年以降，全体的に１件当たりの開発規模と新規性は顕著に向上して

いるとはいえない。

　���が停滞する背景には，技術的な困難性に加え，市場で売れないこと，

すなわち，市場リスクが高いことが重要な原因としてあると考えられる。た

とえば軽騎と嘉陵が１９９０年代末に行った���，���車種の失敗は，技術的未

熟と市場リスクの２つが原因であった。嘉陵が１９９８年から開発を始めた

���車種は，日本企業の既存車種のマイナーチェンジ版であった。しかし完

成までに予想以上の時間がかかり，市場投入した時には他社が同じスタイル

のものを販売しており，流行に後れて売れなかった。軽騎が２０００年に開発に

着手した���車種は，開発コストが当初見込みより膨れあがり，提携先の外

国コンサルタントとトラブルになった。その後，軽騎が独自に開発を続けた

が，エンジン性能が目標に達せず，商品としての魅力も低かった。

　技術的な困難性は，今後の企業の努力で克服することが期待できる。しか

し，市場リスクは個別企業の努力を超えた要因を含んでいる。���の割合の

増加は，低価格のマイナーチェンジ版を求める市場が，ただでさえ経験の少

ない未熟な中国完成車企業の���への挑戦の意欲を萎えさせた結果だと考

えられる。

　�　リードタイムとコスト

　開発のリードタイム（商品企画から大量生産に至るまでの開発期間）とコスト

は，２０００年以降，各社で変化がある。軽騎は���のリードタイムについて，

１９９０年代後半の１年から２００２年に約６カ月に短縮化した。一方，���では基

礎的技術の研究を含めて３年をかけるようになり，内容の高度化によって長

期化している。嘉陵は���で１９９８年に２～３年だったが，２００２年には１８～２０

カ月に短縮した。���は２カ月からできるという。両社とも，同レベルの開
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発であれば，この数年でリードタイムが短縮化したと認識している。その理

由として，�試作設備（検査・計測機器，���［コンピュータ補助設計］・���

［コンピュータ補助製造］設備等）の充実，�内部組織の改善（造形，金型，試

作等の部門が設計に同時に参与する体制に変革した），�部品企業との協業の増

加，という点を挙げる。�は次節で検討する。

　宗申の場合は，２０００年以降，リードタイムは全体的に長期化したという。以

前のような，既存車種を分解して部品企業に模造させた部品を組み付ける方

式でなく，オリジナル製品として独自のエンジニアリングを加える程度が増

加したからである。

　３社の開発コスト（１２）は，���で２０００万元（２４０万ドル）以上，���で数百

万～１０００万元（数十万～１２０万ドル），���で数十万～数百万元（数万～５０万ド

ル）という範囲にある。１９９８年に比べ���のコストは明らかに低下したが，

軽騎，宗申では���，���でコストが増加しているという。コスト低下の理

由は，リードタイムの変化の場合と同じく，設備，内部組織，部品企業との

分業関係の改善である。

　日本の完成車企業が小型車種をエンジンから新規に開発すると，研究所段

階で１０００万～２０００万ドル，量産の金型・ジグだけで約３００万ドル程度のコスト

がかかる。それに比べると中国の開発は規模が小さく，���といっても新規

性の程度は実際には小さい。

　全体として���ではコストとリードタイムが顕著に低下している。���，

���ではそれらは大きく下がっていないが，それは開発内容が高度化してい

るからである。総じて，開発ノウハウの蓄積や組織改革が進んでいるとみる

べきである。

　３．開発のための組織的変化

　�　開発チームの規模とインセンティブ・メカニズム

　３社とも，一般的な開発チームはプロジェクトリーダー（��）と数人の専
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任技術者（１３）で構成される。���で１０数人，���で５，６人，���は２，３人程

度である。それに外観造形，電気系統，試作・実験等で適宜数十人のスタッ

フが臨時に参加する。一方，日本の開発チームは「フルモデルチェンジ」で

３０～４０人，「マイナーチェンジ」は程度によって２～３人から１０～１５人だと

いう（ホンダ，ヤマハ両社での聞き取り調査）。

　中国の完成車企業における開発者の報酬制度は，嘉陵，軽騎の国有企業と

民間企業の宗申で違いがある。２００２年の段階で，前２社の報酬は基本給が中

心だったが，宗申では「プロジェクト請負」が一般的であった。「プロジェク

ト請負」とは，��がプロジェクトの予算を会社から一括して請け負い，管轄

するスタッフの賃金，試作・実験の実費，材料費等を自ら評価して分配する

ものである。報酬額はインセンティブ性が強く，リードタイムや品質・性能

等の目標達成だけでなく，販売後の売上額にも連動している。成果による格

差は激しく，宗申では��の報酬は月額１０００元から数万元までばらつきがある

という。

　以前は平等主義的だった嘉陵も，１９９９年末から売上に連動したボーナス制

を採用している。ある車種がヒットすると，��のボーナスは月給５～１０カ月

分に上る場合もある。

　第一次調査の時点では，宗申等の民間企業は高給で国有完成車企業の開発

者を引き抜いていた。しかし２００３～２００４年あたりから，両者間の待遇の差は

顕著に縮小したという。これは国有企業の人員の流出が相次ぎ，経験ある人

材が枯渇したこと，民間企業の側では開発者が充実してきたことが原因だと

いわれている。

　極めて平等主義的な日本企業の報酬制度に比べ，中国ではインセンティブ

性が非常に強く，同時に失敗のリスクを��個人に負わせる程度も高い。二輪

車は多数の部品やアフターサービスを含めた総合的な完成度が最終的な販売

に結びつく製品なので，��の企画の良さだけでは成功は見込めない。なによ

り経営者が大幅な新規性を求めていない。そのような条件のなかでは，新規

性が強く失敗するリスクの高い技術より，むしろ成熟した技術で開発スピー
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ドとコストを競う技術を開発者が選択する可能性が高いと考えられる。「基

本モデル」の「マイナーチェンジ型開発」に適合した組織とみなしていいだ

ろう。

　�　企業内の組織的工夫――開発プロセスの改善

　嘉陵，軽騎での聞き取り調査によれば，彼等の開発プロセスは２０００年以降

に成熟度を増したという。かつて両社は，商品企画の段階で安易に技術的に

新しいものを求め，市場で失敗していたが（１４），２０００年頃から開発成果と収益

性を重視するようになった。企画段階で市場と技術の調査を綿密に行い，開

発プロセスの各段階で評価を厳格に行うようになったという。また上述した

関連する諸部門が開発チームに参加する方式が一般的になった。

　宗申の創業者かつ総経理である左宗申によれば，同社の開発プロセス改善

の鍵は，開発者間での設計情報の共有と，そのためのデータ共有システムの

構築だという。上述したプロジェクト請負制度の下では，同じ組織内部で

あっても設計者相互の情報共有が容易に進まないからである。

　開発プロセスの改善が進展していることは間違いないが，しかし現状では

必ずしも技術的に充分に洗練されているわけではないようだ。３社と同時に

取引を行う日系部品企業�社（キャブレター）によれば，各社とも量産後の設

計変更が依然として多発しているという。

　�　部品企業との協業の増加

　嘉陵，軽騎では，開発段階での部品企業の関与が明確に増加しているとい

う。その背景には完成車企業の側の２つの方針の変化がある。第１は，部品

開発（設計）の外部化である。１９９０年代後半は，詳細図面を完成車企業が作

成し，それに基づき（あるいは若干変更して）部品企業が加工するのが一般的

であった。しかし２０００年以降，彼らに簡単な図面（基本設計，試作図）を渡し，

詳細設計をまかせる仕事の割合が増加した。その背景には部品企業の設計能

力の向上があるが，それについては次節で検討する。
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　第２は，開発数の増加である。すでにみたように，���開発が急増した。

たとえば，嘉陵は２００２年から製品開発に部品企業をより多く参与させる方向

に改革を行ったが，それは「基本モデル」のマイナーチェンジ用に開発され

た既存部品の積極活用という開発方針の変更をともなっていた。聞き取り調

査で嘉陵の開発責任者は，「社会に体系化された膨大な資源が存在する。標準

化されたプラットフォームといってよい。我々もこれを利用する」と述べた。

そのために組織も変更された。それまで部品企業とのやりとりは，窓口は購

買部，代金支払いは財務部，製品の技術的評価は品質管理部と分散しており，

部品企業と緊密なコミュニケーションがとりにくい体制にあった（１５）。それ

を２００２年から「部品事業部」として一本化し，部品企業とのコミュニケーショ

ンの効率化を図るようになった。

　一方，創業当初から部品企業にほぼ完全に部品開発を頼っていた宗申は，

近年，エンジン部品等の一部の重要部品について，独自の開発目標に合わせ

て自ら詳細設計を行うようになった。国有完成車企業の第一線の開発者を招

聘することで，設計能力を急速に高めたのである。嘉陵，軽騎と宗申は，開

発能力の面で同じ水準に収斂しつつある。

　４．今後の開発方針

　今後の開発方針について最も明確なのは宗申である。左は２００２年の時点で，

現在の需要の質を前提とすれば，製品は実用的でありさえすればいいと述べ

た。彼は「技術は競争優位の主要な源泉でな」く，「部品企業との資源の共

有」によって開発スピードを上げることが競争の鍵だと述べた（１６）。これは，

外部資源積極活用型の「マイナーチェンジ型開発」の典型的考え方である（１７）。

ただし彼ら自身は大胆な新製品開発を行う能力があるとも自認している。上

述のように，彼らは独自性の高いエンジンや車種を２００２年以降，いくつかリ

リースしている。

　一方，嘉陵，軽騎の開発方針は，宗申に比べ特色が明確でない。嘉陵の重
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点は品質向上，新技術の導入，そして開発スピードだという。ただし，新技

術の導入については直接的な競争相手となった日本企業に多くを期待できな

いため，欧州，台湾等に提携先を求めている。

　総じて，中国の完成車企業の開発能力は，成熟した日本の完成車企業に比

べると，開発の規模，手法，プロセス等の面で，発展途上の段階にある。全

体に占める���開発が顕著に増加しており，その意味で開発プロジェクト１

件当たりの規模と質の向上は停滞している。しかし１９９０年代後半に比べれば，

開発体制，開発能力の向上は明らかである。

　���開発が活発でないのは，それが技術的にできないからというより，彼

らなりに開発したものが市場で評価されず，開発経験を重ねてさらに技術を

向上させる機会に恵まれていないからだと考えられる。総じて３社とも，既

存の「基本モデル」を活用したマイナーチェンジ型開発に適した能力を向上

させる方向に向かっているといえる。

第３節　部品企業の製品開発能力の向上

　本節は，部品企業に目を転じ，２０００年以降の彼らの製品開発体制の強化に

ついて具体的に検討する。１９９０年代の中国二輪車産業の発展は，完成車企業

のコントロールを超えて実力をつけ，生き残りをかけて孤立的に活動する部

品企業の勃興がもたらしたものであり，そこに最大の特色があった。２０００年

以降もその特色は基本的に同じだが，近年の部品企業の技術力の向上は，完

成車企業の分業戦略を変化させ，両者間でより規律ある取引関係を形成する

基礎になっている。本節は，部品企業に対する第二次調査で「製品開発能力

について，１９９０年代後半と現在でどう変化したか」を聞き取り調査した結果

に基づいている。表２はそれを簡単にまとめたものである。
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　１．開発の量，質，パフォーマンス

　�　製品開発数の増加

　表２の１，２をみると，この数年で各部品企業が開発する新製品の数は増加

している。減少しているのは嘉陵と軽騎の仕事が減少した不振企業（�，�社）

のみである。増加の程度は２倍以上になったものが多い。

　製品開発数が増加した理由は，主に完成車企業の１社当たりの開発数，と

くに���型開発の増加による。同時に，取引を行う完成車企業の数が増加し

たこともその理由になっている。とくに優良部品企業にその傾向がある。

　全体的に，より深いレベルの開発（たとえば詳細図面の設計，完成車企業と

の共同開発）を行うようになった企業が多いが，一方で，製造する製品の標

準化が進み，ほぼ���開発だけになったという企業もある。後者のなかで力

があるものは二輪車の仕事を減らし，自動車や汎用エンジン等，別分野の仕

事の割合を増加させている（�，�，�社）。

　�　リードタイムの短縮，コストの低下

　表２の３は，���，���，���を含んだ全体的な開発のリードタイムの傾

向について聞いたものである。総じて短縮化したという回答が顕著に多い。

これは上述した完成車企業の傾向に合致しており，簡易な開発の増加（���

の割合の増加），組織改革や人員・設備の増強等による開発体制の強化，経験

の増加によるノウハウの蓄積等の要因によると考えられる。コストの低下に

ついても同様のことがいえる（表２の４）。

　リードタイムが全体的に長くなったと回答した２社（�，�社）は，主な開

発活動の内容が高度化した，すなわち，それまで相手先の設計図に従って加

工のみ行っていたのが，詳細設計をまかされるようになったという例である。

コストについても，開発の高度化にともない，人員の増員や検査設備の導入

等で支出が増加したと答えた企業がある（�，�，�，�社）。開発の高度化につ
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いては後述する。

　�　開発リスクの減少

　部品企業にとってより重要なのは，開発のコストよりもリスクである。売

れる確率の高い商品なら，コストが多少高くても開発に参加するであろう。

　部品企業の認識では，開発の失敗率（１８）は，数年前より大きく減少している

（表２の５）（１９）。その理由として，完成車企業側の開発体制の向上と「リスク

転嫁」行為の減少が重要だが，部品企業側の開発体制の向上も重要な要因で

ある。
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表２　二輪車部品企業のR&D活動の変化

（注）1．各社のヒアリング当時（2001－2003年）の状況と，1998年と比べた変化を聞いた。

　　　2．失敗率は開発コストの償却が終わる前にオーダーがなくなった製品の割合。

（出所）筆者による調査。

1 新製品開発数（年間）  2 質問１に関する増加の程度(対前年比） 

3 リードタイムの変化  4 開発コストの変化 

5 開発リスク（失敗率）の変化 6 開発スタッフの変化（人数） 

7 新たな試作・検査用設備の導入  8 各設備の保有状況（複数回答可） 

増加した

変化なし

減少した

３倍以上

２倍以上

それ以下

N=19　

14

3

2

N=14　

5

7

2

短くなった

変化なし

長くなった

減少した

変化なし

増加した

N=17　

11

4

2

N=17　

8

5

4

減少した

変化なし

増加した

増加した

変化なし

減少した

N=17　

12

3

2

N=19　

12

7

0

導入した

していない

CAD

マシニングセンター（MC)

シャーシテスト設備

N=15　

9

6

N=15　

14

5

3



　部品企業は１９９０年代後半に比べより開発効率に敏感になり，「盲目的」な開

発参加を控えるようになった。とくに軽騎の部品企業がその点を強調してい

た。たとえば�社は開発を行う際の市場調査に時間をかけるようになり，�社

は継続的取引を行う信用ある取引先以外は，先に金型費用をもらわないと仕

事をやらないという。

　さらに一部の優良部品企業にオーダーが集中するようになり，彼らのバー

ゲニングパワーが上昇したことも，全体的な開発リスク減少の理由のひとつ

だと考えられる。

　２．開発内容の高度化と進む標準化

　�　「承認図」方式の増加

　製品開発のリードタイム，コスト，そして潜在的なリスクを増加させる重

要な要因は，開発の質的な高度化である。部品企業の設計力が増し，共同開

発が増加する，あるいは共同開発においてよりシステマチックな開発参加が

みられるようになっている。

　そのひとつの例が「承認図」方式（２０）の仕事の増加である。たとえば，ピス

トンの�社は，従来は仕事の７割が①完成車企業が提供する詳細図面（「貸与

図」）に基づく加工であり，３割が②サンプルを模倣して試作品を作り，後から

完成車企業と若干の相互調整を行うものであった（２１）。②の仕事は精度要求

の低い二流完成車企業や補修部品市場向けのものであった。しかし２００３年の

時点で①が７割，②が１割に減少し，残りの２割が③完成車企業の基本仕様

（スペック）に基づき部品企業が独自に詳細図面を起こし，完成車企業から承

認をもらうというやり方になった。③は本来の意味の「承認図」方式に近い

仕事である（２２）。

　一方，�社のように，従来は主に②の方式の「承認図」開発を行っていたが，

完成車企業（宗申）が詳細設計を自社で作成するようになると，①の「貸与

図」の仕事が主になったという例もある。
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　�　部品，金型の共通化，標準化

　マイナーチェンジ型開発の本格化は，部品企業レベルでも部品や金型の共

通化を促している。これは開発スピードを速め，コストを低下させるための

動きである。

　たとえば�社の製品であるワイヤーハーネスは，コネクター部分でプラス

チック端子を使う。同社が取引を行う日系完成車企業に納入するハーネスで

は，コネクター１０個のうち，従来製品と共通の端子は２～３個しかない。一

方，同じ基本モデルの車種でも軽騎向けのコネクターは８割が共通で，金型

を新たに起こすのは１～２個だという。コスト低下と開発スピードの向上の

ため，部品，金型を共通化しているのである。取引特殊な投資をできるかぎ

り減らし部品は共通にしたまま製品の種類を増やす，既存の金型を活用し個

別の要求には加工段階で違いを出す，というのが設計の鍵だという。

　３．開発体制の強化――人員，設備，組織改革

　表２の６にみられるように，各社とも開発部門で人員を増加させている。

民間企業は従来，開発スタッフはもっぱら国有企業の経験者を引き抜くこと

で獲得していたが，近年，新卒を採用する例が増加している（２３）。これは，独

自の技術力の充実を各社が目指すようになったことを示している。

　開発組織の改革については，従来は，設計，試作，生産現場の相互の協調

が少なかったが，開発チームに設計段階からそれら関係部門が参加するよう

になったという例が多い。たとえば�社はリードタイムが１９９８年の半分に

なったが，製造職場主任を責任者とし，設計者と関係諸部門の代表を加えた

「開発チーム」を組織した。これにより問題解決のスピードが速まり，品質も

安定したという（他に�，�，�，�，�社）。

　表２の７は，計測・試験用の設備をこの数年で導入したものが増えたこと

を示す。「していない」という企業は国有企業や外資企業で，従来からそれら

　第５章　中国の二輪車産業　���



を揃えていたものである。すでに部品企業も，三次元測定器，成分分析器，

表面分析器，ベンチテスト設備などの品質管理や試作用の基本的な設備を備

えた段階に入っている。

　たとえばショックアブソーバー製造の�社は，従来の振動測定器に加えて雨

水耐久性試験室を２００３年に設立し，車全体とセットになった使用環境で試験

を行えるようになった。同社はこれまでショックアブソーバーのみの性能に

関心を向けていたが，車体全体との組み合わせとユーザーの使用環境を意識

した製品開発を行い始めている（２４）。

　新たに検査・測定設備の導入を進めた企業のうち，ホンダとの取引を始め

る際に新しい設備が必要になったと回答したものがいくつかある（�，�，�，

�，�社）。ホンダは２０００年から中国の地場部品企業からの調達に本腰を入れ始

め，育成を行っているが，調査した各部品企業はホンダの指導に期待感をもっ

ていた。

　表２の８は，図面のやりとりが���で行われていることを示す。���の導

入はリードタイムの短縮に貢献したと多くの企業が認識している。マシニン

グセンター（��）は，主に金属系のエンジン部品企業が，量産の品質安定化

および試作のために導入している。

　最後に，生産設備に占める専用機の割合が高まっている。これは製品開発

というより品質安定化，高精度化に対応したものである。機械加工について，

従来は汎用の工作機械を多数並べて大量の人手を使って行っていた工程を，

少なくとも鍵になる部分については��（数値制御）専用機で代替し始めてい

る（２５）。

　以上のように，１９９０年代末からの数年間に，中国の二輪車部品企業は製品

開発体制の改善を進め，相応の能力向上を遂げていることがわかった。���

開発が増え，一見，中国企業は従来どおりのマージナルな「形状コピー」に

明け暮れているようにみえる。しかし組織改革や人材・設備の拡充により，

開発効率を上げるための投資と改善が進められている。全体的には，その努

力は着実な成果を挙げ，完成車企業の製品開発能力の向上にも貢献している
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と考えてよいだろう。

第４節　分業の秩序回復――取引関係の規律化

　本節の目的は，完成車企業，部品企業の双方が開発と品質管理の能力を高

めようとしていた１９９０年代末からの数年間に，彼らの取引関係に起こった変

化を考察することである。

　本節で明らかにするのは以下の点である。完成車企業は部品企業のコミッ

トメントを得るため，以前のようなあからさまな「リスク転嫁」行為を相当

程度減少させており，全体として取引の秩序が回復する方向に向かっている。

１９９０年代後半にみられた規律のない「孤立発展型」分業システムは，２０００年

以降，従来の性格を残しつつも，「共同発展」的な要素も含んだ，より規律あ

る分業システムへと変化している。

　１．取引の有力部品企業への集中――複社発注

　中国の完成車企業３社は，近年，取引する部品企業を絞り込む方向にある。

軽騎は生産量が急減したため，少数の部品企業に仕事を集中させるように

なった。嘉陵は，取引先数は全体的に増加したが，それは共同開発するカス

タム部品を担う部品企業を約２００社に絞り込み，その他の「市場購買部品企業」

を増加させたからである。宗申も生産台数の増加と共に部品企業数は増加し

たが，１車種当たりの取引先数（カスタム部品のみ）は約１００～１２０社まで減少

した。

　３社とも複社発注（複数の部品企業への同一部品の同時的発注）を行うが，「一

主一付」（主力１社，競合１社）が基本だという。ただし，実際には主力１社，

競合２社になる場合が多く，とくに宗申にその傾向が強い。

　複社発注が必要な理由について，宗申の経営幹部は，部品企業に品質管理
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の圧力を加えるためだという。「独占的な地位にあるとコントロールがきか

なくなる。圧力を加えるため少なくとも２社に発注せねばならない」という。

嘉陵によれば，単品種の量産を追求していた１９９０年代半ばは，部品企業の規

模も小さく，同じ種類の部品を多数の部品企業に分散して発注せねばならな

かった。しかし，現在は１種類当たりの発注量が減少し，さらに優良部品企

業の規模が大型化したため，そのような必要がなくなったという。

　部品企業に対して，通常完成車企業が同一部品（その部品企業の主力製品）

を何社に発注しているか（すなわち，部品企業が何社の間で競わされているか）

を聞いたところ，第一次調査では，１社発注されている企業が２社，２社発注

２社，３社以上１８社だったが（��２２），第二次調査では，１社発注２社，２社発

注７社，３社以上発注８社であった（��１７）。この結果は，完成車企業側の調

達先絞り込みの傾向を裏付けている。総じて，取引はより安定的で，部品企

業のコミットメントを得やすい方向に向かっているといえるだろう。

　２．部品企業の取引先――多元化傾向

　一方，部品企業の取引先は全体的に多元化しているようにみえる。表３に

よれば，第一次調査で軽騎に納入する部品企業（５社）の１社当たりの取引

先数が平均１５社，嘉陵（７社）が１１社，宗申（５社）が１８社であったが，第二

次調査では軽騎が２０社，嘉陵１０社，宗申２１社とおおむね増加している。

　軽騎と嘉陵の部品企業は，両社の成長の鈍化から彼らに頼れなくなり，取

引先数を増加させた。部品企業の主要製品に占める両社の割合も大きく低下

し，すでに最重要取引先でなくなってしまった場合が多い。とくに軽騎の部

品企業でそれが顕著にみられる。ただし，この間，生産量が増加した宗申の

部品企業も同様に取引先数を増加させている。少なくとも３社の主要部品企

業に関するかぎり，部品企業の取引先の集中化は確認できなかった。すなわ

ち，１９９０年代にみられたような，多極分散型（大原［２００１］）に近い状態に変

化はなかった。
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　宗申について２００３年までに調査した部品企業７社は，全国レベルの大規模

部品企業に育った３社（�，�，�社）と，宗申への依存度が高まった２社（�，

�社）を含む。前者３社は，たとえばエンジン・ギアユニットを年間３００万個

を生産するというような巨大な生産規模をもつまでに成長したため，取引先

数を増やすことでその容量を満たそうとしている。

　一方，エンジン部品の�，�社は，宗申ととくに関係の深い部品企業を自認

している。宗申も�，�社に対し，緊密な関係を構築し，技術面の差別化を共

同で図りたいとの意向を伝えている（２６）。宗申と彼らの緊密な関係は重慶の

同業他社の間でも認識されており，宗申のライバル企業は，同じ部品につい

て�，�社以外の企業を主力として使っている。

　ただし，�，�社も，宗申に全面的に頼ろうとはしていない。たとえば�社は，

ホンダや重慶以外にある優良完成車企業との取引に魅力を感じ，彼らの品質

要求に応えることが現在の最重要課題だと述べた。それら全国で最高の技術

レベルにある企業との取引を通じて，宗申との仕事で得るよりも，より多く

の学習ができるからだという。

　宗申は２００４年初頭から本社に隣接した土地を整備し，部品企業十数社が入

居できる工業団地の建設を開始した。重要部品企業に工場を建設させ，より

緊密に管理したいと目論んだのだが，２００４年夏の段階で部品企業は進出して
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表３　取引先の多元化

（出所）筆者による企業調査。

第一次調査 第二次調査

３メーカーが占める割合（％）   

主要取引先数（社）   

軽騎5社

嘉陵7社

宗申5社

軽騎5社

嘉陵7社

宗申7社

軽騎5社

嘉陵7社

宗申5社

軽騎5社

嘉陵7社

宗申7社

15

11

18

20

10

21

32

45

38

8

20

25



いなかった。部品企業に進出の可能性を聞いたところ，他社との取引を宗申

に制限される恐れがあるため，進出しないとのことであった。

　総じて，完成車企業は優良な部品企業に仕事を集中させる方向にあるが，

部品企業側では，有力な企業はむしろ取引先を多元化する傾向にある。中小

の部品企業は重要な完成車企業と緊密な関係を築くケースがみられるが，そ

れでも全面的なコミットメントをみせているわけではない。全体としては，

取引関係は依然として「孤立発展的」性質を有していると考えられる。

　３．開発リスク――共同分担へ

　開発リスクの分担については，その主要な部分である金型費用の分担を事

例に検討する。

　第一次調査では，２２社の部品企業のうち１７社が完成車企業に金型費用を全

く分担してもらえず，完成車企業の一部負担があったのは５社であった。一

方，第二次調査では，主に完成車企業と部品企業で共同負担すると回答をし

た企業が１８社中９社と半数を占めた。新規性の高い���，���開発では，１３

社が完成車企業と費用を分担していた。

　この変化の理由として，前述した部品企業のバーゲニングパワーの強化が

あると考えられる。たとえば軽騎に対して，部品企業は前金を払わないと取

引に応じないようになった。軽騎の生産量の急減も，以前のように代金を払

わずに部品を調達できなくなったことが一因となっていた（２７）。完成車企業

の機会主義が通用しなくなり，品質と開発の目標を達成するため部品企業の

コミットメントを得ようと，完成車企業が態度を変えたものと考えられる。

　部品企業によれば，完成車企業が金型費用を負担するようになったのは

２００２年頃からだという。たとえば�社は，その頃から継続的な取引先の場合

は，完成車企業６割，�社４割の割合で金型費用を負担し，初めての取引先

の場合はすべて完成車企業側の負担にしているという。

　金型費用の完成車企業からの受け取り方法は，信用の低い軽騎や初めて取
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引する完成車企業なら前金ということもあるが，ほとんどの場合は部品価格

に上乗せして償却する方法をとっている。問題は償却終了前にオーダーがな

くなった場合だが，日本でのように未償却部分を金銭で別途支給するケース

は，宗申の一部部品企業（�社）を除いて聞かれなかった。たとえば，量産化

後の１万件（あるいは半年）までは取引を中止しない，価格も当初決定額から

値下げをしない，という取り決めを各社は一応している。しかし実際に途中

でオーダーがなくなった場合に未償却分を支払わないという点で，第一次，

第二次調査ともに実態は同じであった。ただし上述のように開発の成功率が

高まり，未償却分の処理が問題となるケースが減少したため，完成車企業と

のリスク分担が一般化したと部品企業側が認識しているのである。

　さらに部品企業に対する代金未払いについては，第二次調査では，多少支

払いが遅れることはあっても，新規に深刻な未払いが発生したという例はな

かった。

　業界全体で深刻な代金未払いが一般化したのは，１９９０年代後半にみられた

特異な現象だったと考えられる。１９９０年代半ばまでは基本的に作れば売れる

状態であり，とくに１９９０年代前半は工場の前にトラックが並び，完成品や部

品を先を争って現金で買って行ったという話が業界で一般的に伝えられてい

る。そのような「品不足経済」「売り手市場」の時期には，体制移行期の市場

取引を保障する各種制度の欠如は顕在化しなかった。しかし１９９０年代後半に

「買い手市場」の状況になると，その制度の欠如をいいことに，過剰在庫を抱

えた国有企業が中心となって機会主義的に弱者に「リスク転嫁」を行ったも

のと考えられる。その象徴のひとつが代金未払い問題だったと考えられる。

　そのような完成車企業の機会主義的行為は，部品企業が生き残るために余

裕をなくしたこと，そして企業の淘汰が進み生き残った部品企業の相対的立

場が強まったことにより，押し通すことが不可能になったと考えられる。さ

らに前節でみたように，部品企業に対する品質や開発に関する要求が高まり，

彼等のコミットメントを得る必要が高まったこと，そして部品企業側でも取

引先の選別能力が増したことが背景にあると考えられる。
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　総じて，１９９０年代末以降の数年で，完成車企業，部品企業とも，業界の取

引秩序が回復してきたと認識していた。

　４．情報共有とコミュニケーション――品質意識の高まり

　�　部品企業の技術情報を把握していない完成車企業

　日本では部品企業が完成車企業に，自らの部品設計の改善案（�����――

巻頭の「用語の注釈」を参照）を公開することが一般的になっているが，それ

が機能するには完成車企業が部品企業の技術情報を詳細に把握していること

が前提となる。技術情報を共有することで，完成車企業は部品企業に一定の

利益を保証しながらコスト削減目標を設定し，その成果を評価，還元するこ

とが可能になる。しかし第二次調査の結果では，中国でそこまでの情報共有

はされておらず，また目指されている様子もなかった。

　各完成車企業は，価格決定の際に，部品企業と共同でコストを諸項目に分

けて分析する作業を手続きとしては行っている。しかし実際にある部品につ

いて，モデルチェンジのたびに完成車企業と部品企業との間で情報を蓄積し

つつ，継続的にコスト分析を続けていくようなやり方は確立されていなかっ

た。

　たとえば�社は２００１年から日本のホンダ本社の調達部門から直接オーダー

を受け，同時にホンダの現地子会社である新大洲本田摩托有限公司（以下，

新大洲本田）とも取引をしている。�社によれば，ホンダと新大洲本田の

�����の考え方，形式は同じだが，実施の段階になると相違が明らかになる

という。ホンダとの取引では，価格決定時に金型・ジグ，材料，加工費，利

益等を分析して決定する。金型等の製造に必要な特殊鋼は輸入品を使うが，

輸入価格の変動を原価に含めることが認められている。一方，新大洲本田の

購買部門もホンダと価格決定の方法は同じだが，�社の技術についての担当

者の理解が乏しく，また取引開始後しばらくすると値下げを求められたり，

担当者が変わると方針も変わったりと，ルールが明確化されていないという。
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　�　情報共有努力に優先する機会主義――不良品返品の慣行

　情報の組織的共有が弱いということは，「積み重ね型技術」が重要な二輪車

製造において，継続的な品質保証を可能にするうえで深刻な影響を及ぼすと

考えられる（第１章）。

　完成車企業は不良品の無料での返品，補修，取り替え等のアフターサービ

スに力を入れているが，彼らは不良品として返品された製品を部品にばらし，

一方的に部品企業に返品する慣行を捨てていない。キャブレター製造の�社

によれば，２００２年に�社に不良品として返品された製品の８０％が実際には問題

がないもので，シリンダーヘッド�社は２００３年の返却分の６０％が自社と関係な

い原因によるものだった（２８）。両社によれば国有企業の嘉陵も民間企業の宗

申も，同じようにこのような機会主義的行為が行われているという。

　これは完成車企業と部品企業の品質改善に向けた組織的な共同努力が依然

として本格化していないことを示す。その主な原因が，完成車企業の分析能

力の不足にあるとはいえない。それは同様の不良品返品が，完成車企業が技

術を把握する程度が低い部品（たとえばキャブレターやショックアブソーバー）

だけでなく，彼等が自ら詳細設計図を用意するエンジン部品についても頻発

していることからわかる。完成車企業の機会主義が主な原因というべきであ

る。

　部品企業の側の分析能力の低さも，この返品慣行がはびこる原因のひとつ

であった。�社は２００２年に基本的な計測機器を揃え，分析を行うようになって

から，それまでの返品の原因の多くが自社と関係ないものだったことが判明

した。それまではいわれるがまま，返品を受け入れざるを得なかったのであ

る。

　�　品質意識の高まりと共同分析の始まり

　しかし，２００２年頃から部分的に品質改善の共同努力が始まっている。

ショックアブソーバー�社とクラッチｚ社は，２００３年に宗申が１０数社の部品
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企業と実施した「全国循環アフターサービス」に参加した。２カ月をかけて

全国各地の消費者や修理店で聞き取り調査を行ったことが，その後の品質改

善に大いに役立ったという。たとえば，ショックアブソーバーの油漏れの原

因には，自社の製造の不具合の他に，�オイルシール部品の品質，�砂，ホ

コリの進入と摩擦，�完成車企業の不適切な組み付け，�消費者の不適切な

使用，過重負荷などが考えられる。重慶にある�社の製品のほとんどが重慶以

外で使用されているが，その開発担当者は当初，製品が使用される北方平原

地帯の強風，風塵を体験したことがなかった。実際に当地の走行環境を体験

することで，設計段階での砂，ホコリ対策の必要性を実感したという。

　さらに�社によれば，２００３年から，彼らが使うオイルシール部品工場に宗申

の技術者とともに出向き，技術的な協議を行うようになったという。完成車

企業が二次，三次サプライヤーの技術，品質改善に向けて，一次サプライヤー

と共同で取り組み始めていることがわかる。

　このように完成車企業，部品企業とも国内外の品質要求の高まりに対応し，

意識的な市場対応を一部で始めている。ただし，一方的な機会主義行為も同

時に続いており，本格的な共同分析，知識の蓄積を，定型化した日常的業務

として行う体制はまだ確立できていない段階にある。

　５．完成車企業による部品企業の支援

　地場完成車企業の支援を，部品企業はあまり多く期待していないようであ

る。完成車企業の側も，それをどう行うか戸惑っているようである。

　宗申は１９９８年に，部品企業と品質管理基準，作業標準を共同で作成すると

ともに，宗申が部品企業に指導員を派遣して指導する制度を導入した（２９）。し

かし，それは早くも２０００年頃には行き詰まった（３０）。なぜなら宗申にとっては，

部品企業が汎用的な品質管理能力を高めれば，その部品企業と取引する他の

ライバルを利することになる。また宗申側も経験豊富な人材が不足しており，

充分な指導を行う能力にも欠けていたからである。

���



　完成車企業による支援で最も期待されていたのは日系企業である。ホンダ

は品質管理，生産技術，試作等について，現地子会社で問題が出ると，大量

の専門家を日本から派遣するグローバルな開発体制を有する。�社によれば，

技術者が約半年間に８回来社し，１回につき２日～１週間滞在して指導したと

いう。�社では１年間で１０数回，のべ１００人が訪問したという。地場完成車企

業に比べると，その支援体制は圧倒的であるといえる。

おわりに――中国における産業発展過程の特色

　

　これまでみてきたように，完成車企業と部品企業は，市場からの品質改善

要求や製品開発要求の高まりにより，自らの製品開発能力の向上を追求して

いる。同時に，企業間分業関係には規律が回復し，完成車企業が部品企業を

統率し，両者がコミットメントを出し合う度合いが強まっている。２０００年以

降の業界の利益率の向上と上位企業の市場占有率の上昇は，完成車企業，部

品企業双方の能力向上と，企業間分業の規律の強化がもたらしたと考えてよ

かろう。

　ただし，日本でみられるような，有力な完成車企業が部品企業を力強く統

率しつつ，新規性の高い高品質製品を開発していくような競争パターンはま

だみられない。中国の完成車企業の製品開発は，依然として標準化した「基

本モデル」と部品企業を積極活用したマイナーチェンジ型開発が中心である。

メジャーチェンジ型開発に向けた努力は始まっているが，総じて成功してお

らず，活発化しているとはいえない。またサプライヤー・システムも，日本

のような統合度の高い「共同発展型」システムではなく，「孤立発展型」の性

質を残している。ただしそれはより安定的で協調的な，規律あるものに変化

している。完成車企業，部品企業とも，本格的な大型開発を行う方向ではな

く，マイナーチェンジ型開発をより効率よく行うのに適した方向へ，能力を

向上させつつあるということができる。
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　中国の企業間分業関係の変化のイメージを図示すれば，図５のようになる。

生産の大規模化と分業組織の統合度の向上という２つの軸を設定する時，先

の産業発展過程の一般モデルによれば，産業の進化は左下の第３象限から右

上の第１象限へ進むことになる。本章で検討した中国の二輪車産業における

２０００年以降の変化も，それを大筋で支持している。

　しかしそこに至る経路は日本とは異なる，中国の特色をもったものである。

本書第２章および先行研究（３１）で論じられるように，日本の二輪車産業は１９５０

年代まで内製率の低い小規模企業が分散した取引関係のなかで生産を行って

いた。しかし，近代的量産技術をいち早く導入したホンダの成功とともに他

の小規模企業は速やかに淘汰され，部品企業と緊密な分業関係を築いた統合

度の高い大企業による寡占構造が定着した。ホンダが創業時から強い内製志

向をもっていたように（３２），統合度の高い分業組織づくりは大量生産に先行し

ていた。

　一方，すでにみたように，１９８０年代に中国で形成された緊密な企業間分業
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図５　産業発展過程の相違――生産の大規模化と分業組織の統合度の強化

（出所）筆者作成。

「共同発展型」（統合的）分業組織

1960s        　　　　      2000s 日本

1980s      　　

小規模 大規模
1990s前半

1940s

1990s後半

中国（国有）

中国（民間）

「孤立発展型」（分散的）分業組織

一般的議論での発展方向



関係は，１９９０年代前半に，既存企業と新興企業が規模を急拡大させるため，

「孤立発展」的な分散型システムに変質した。それが市場要求の変化と企業内

部の能力の向上によって，２０００年以降，実力ある企業の下に分業関係が再び

緊密化する方向に向かっている。中国では，各社がまず量産化を追求し，そ

の後，組織の統合度が高まったと考えてよい。

　中国の地場企業は，総じて今のところ，日本のドミナント企業が歩んだの

と同じ経路を辿っているとはいえない。発展の大まかな方向は同じ（３３）だと

考えられるが，独自の特色をもった方向に進化する可能性がある。

　進化の方向として考えられるのは，中国が中低グレードの標準的二輪車を

量産する世界的生産基地になるというシナリオである。標準化した基本的構

造部分を活かしつつ，低価格で，外観や若干の現地適応的なマイナーチェン

ジを素早く行うことで差別化が進むような競争の世界的舞台になるのである。

共通化できる部分は共通化し，差別化を行う部分は大胆に差別化する方向で，

地場完成車企業が独創性を発揮し始めるのではなかろうか。地場完成車企業

の低価格バイクの輸出の本格化は，発展途上国向けにすでに実現しているが，

今後は先進国市場への輸出がさらに増大する可能性がある。

〔注〕―――――――――――――――

�　「宗申グループ」という。同グループの詳細は，大原［２００２］を参照。

�　製造面では一般的に，製造能力，投資能力（あるいは量産能力），新規性の

発揮（「イノベーション能力」）の３つの能力の獲得，向上が注目される（����

［１９９２］）。

�　同モデルは，産業発展の段階によって求められる技術の種類が異なると想定

するが（すなわち，産業発展の初期には製品技術，それ以降は製造技術），産

業界全体でその間に技術的能力がある段階から別の段階に向上すると想定さ

れているわけではない。

�　そのひとつの代表的な仮説が，������［１９９５］が主張した台湾企業の「���

（委託生産）から���（委託設計・生産），そして独自ブランドへ」というモ

デルである。

�　本項の内容は，大原［２００１］［２００５］の結論をまとめたものである。

�　１９５０年代から軍需，警察，郵便等の公的機関向けの二輪車生産は始まってい
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たが，企業数は少なく，生産台数もごくわずかであった。

�　中国では大都市で二輪車所有制限が実施されたため，二輪車需要の大半は農

村部で発生した。

�　日本でも「フルモデルチェンジ」と「マイナーチェンジ」の違いは，構成部

品やコストの点からみると「程度の差」である。たとえばヤマハでは，全体の

コストのうち新規部品の占める割合が�）６０％以上，�）４０～６０％，�）１０～

４０％，�）１０％以下とすると，「フルモデルチェンジ」が�，�，「マイナーチェ

ンジ」が�，�に対応するという。

�　従来の２サイクルエンジンをベースに，４サイクル化した独自エンジンだと

いう。

�　���エンジン・マネジメント・システムはアメリカ企業から購入した。

�　宗申に聞くと，新製品はその９割が開発費を償却できるまで売れるという。

しかし２００４年に調査した�，�，�，�，�，�社によれば，宗申の���車種や���

車種の開発に参加したが，いずれも売れず，利益が出たものはない。利益が出

るのは��１２５，�１００等の標準的車種をベースにした���開発がほとんどだとい

う。

�　開発スタッフの賃金，試作の実費（設備償却費），量産用の金型・ジグ等か

らなる。

�　一般に，エンジン，駆動，フレーム，ショックアブソーバー，ブレーキ等の

部分に担当者が１人ずつつく。

�　たとえば嘉陵は１９９０年代後半に１５０��アメリカンタイプと２５０��二気筒エン

ジン搭載の車種を開発したが（���），先進的すぎて市場で受け入れられなかっ

たという。

�　嘉陵の場合，現場の担当者と部品企業との癒着，汚職の発生を防ぐための措

置でもあった。

�　エンジン部品の半分を共通化し，基本モデルひとつで数十種を開発するのが

目標だという。

�　彼は「日本企業は技術の価値の最大化ができない。考え方が遅れている」と

いう。中国市場への適応能力に関する彼の自信の表れである。

�　表２の注２参照。新規開発１０件のうち失敗するのは何件か，という質問の仕

方をした。

�　表２の５で増加したのは，それまで特定の完成車企業（たとえば日系企業）

にしか納めていなかったが，新たに取引先を広めたからという例である。

�　浅沼［１９９７］および本書第３章参照。ただし下記の�社の事例は，より正確

には「貸与図」方式と「承認図」方式の境界に位置する「準承認図」方式と浅

沼［１９９７�２１４］で定義されるものに近い。

�　②も形式的には「承認図」方式ではある。しかし完成車企業，部品企業とも

���



基本設計をしていないという点で，浅沼が問題にしたものとは性格が異なる。

�　③の事例は多く，�，�，�，�，�，�，�，�社のエンジン関連部品に顕著で

あった。一方，キャブレター，ショックアブソーバー，電装部品のような，従

来から完成車企業が技術を把握していない分野の部品は，１９９０年代から一貫し

て「承認図」であったという。

�　調査した民間部品企業１３社のうち，９社で新卒の開発スタッフを採用してい

る。

�　従来は，有力完成車企業しか試験設備をもっておらず，そこまで出かけてい

かねば試験ができなかった。各部品企業がそれらをそろえることで，開発リー

ドタイムを短縮できる。

�　２００４年現在，アルミ，鉄素材を機械加工する工程の多い民間企業１１社のうち，

７社が専用��機械を導入している。

�　�，�社での聞き取り調査による。宗申の総経理への聞き取り調査でも，重要

部品企業を囲い込む重要性を指摘していた。しかし実際にはその有効な手段

が少ない。

�　軽騎での聞き取り調査による。

�　同様の問題は２００４年の調査で各社で聞き取れた（�，�，�，�，�，�社）。

�　宗申グループの「品質管理システム」については大原［２００２］参照。

�　２００３年に宗申の品質管理スタッフを長期的に受け入れていたのは，調査対象

部品企業のなかで��社のみであった。

�　小関［１９９３］，富塚［１９９６］，太田原［２０００］等。

�　後続のヤマハ，スズキ，カワサキは二輪車生産を始める前にすでに大企業で

あった。

�　たとえば規模拡大と分業組織の統合度の増大という関係では，中国企業は大

まかには図５の第１象限に向かうだろう。しかし彼らが日本並みの統合度の

高い組織となる兆候は今のところみられない。
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付表　調査企業と調査日時

I　完成車企業

調査日時

II　部品企業

調査日時

第二次調査

2001/5/10 2001/8/3

2002/12/10 2003/8/17

2004/7/6 2004/7/27

2001/8/31 2002/12/25

2003/8/11

2001/9/17 2003/8/7

2001/9/1 2002/9/2

2004/9/7

2001/8/10 2002/2/19

2002/7/22 2002/11/5

第一次調査

1996/8/9  2000/6/26

1997/7/10  1998/7/1

1998/12/24

1997/6/20  1998/7/15

1999/6/18  1999/9/21

1998/11/16

1999/7/26  2000/4/24

従業員
数

25,700

6,000

9,770

3,900

23,100

所有
制

民間

国有

国有

民間

民間

企業名

ホンダ

嘉陵

軽騎

宗申

ヤマハ

No.

1

1

2

3

2

所在地

重慶

重慶

山東

静岡

東京，静岡，

熊本

日本

資本

関係

日本企

業，嘉陵

嘉陵

No.

1

2

4

5

6

7

9

10

3

8

11

企業

番号

a

b

d

e

f

g

i

j

c

h

k

所有
制

国有

民間

国有

国有

国有

国有

民間

民間

外資

国有

民間

主要製品

エンジン（50cc）

電装部品（CDI）

シリンダー，エンジン

キャブレター，バルブ

ホイール

ダイキャスト部品

ドラムブレーキ

ハンドル

キャブレター

エンジン（50cc）

マフラー，ホイールカバー

主要

顧客

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

嘉陵

所在
地

重慶

重慶

重慶

重慶

重慶

重慶

重慶

重慶

四川

重慶

重慶

一次調査

1998/7/1

1998/7/2

1998/10/8

1998/10/8

1998/10/9

1999/1/17

1998/7/7

二次調査

2002/9/2

2002/12/24

2002/12/25

2002/12/26

2002/12/19

2001/8/31

2002/12/27

2002/12/27

2003/8/11

従業員
数

1,500

280

1,700

5,500

1,700

1,000

400

200

300

1,040

500

中国
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（注）1．国有は国有企業，集団は集団所有制企業，外資は外国企業との合弁企業。国有企業は政

府が主な株主である株式会社を含む。 

　　　2．従業員数は最近の調査時点のもの。      

　　　3．ホンダとヤマハの従業員数は海外の連結決算対象関連企業を含む（ホンダ317社，ヤマハ

119社）。        

（出所）筆者による企業調査。         

軽騎

軽騎

軽騎

12

15

17

18

19

21

25

26

14

16

20

23

24

22

l

o

q

r

s

u

y

z

n

p

t

w

x

v

民間

集団

民間

民間

民間

民間

民間

民間

国有

国有

国有

民間

民間

民間

民間

シリンダー，シリン

ダーヘッド

フレーム

ショックアブソーバー

クランクシャフト・ユニット

シリンダー

トランスミッション・レバー

ショックアブソーバー

クラッチ

ピストン

ワイヤーハーネス

クランクシャフト・ユニット

トランスミッション・ギア

・ユニット

クランクケース

クランクシャフト・ユニット

シリンダーヘッド

軽騎

軽騎

宗申

宗申

宗申

宗申

宗申

宗申

軽騎

軽騎

軽騎

宗申

宗申

宗申

宗申

山東

山東

重慶

重慶

重慶

重慶

重慶

重慶

山東

山東

山東

重慶

重慶

重慶

重慶

1998/6/16

1999/1/20

1998/2/2

1998/2/2

1998/2/3

1998/11/16

1999/1/19

1999/1/25

1998/2/3

1998/11/17

2001/9/18

2001/9/20

1999/1/18 2001/9/17

2002/9/5

2002/9/5

2002/9/4

2004/9/6

2004/9/7

2001/9/21

2003/8/6

2001/9/27

2003/8/5

2002/9/4

2004/9/7

2002/9/6

2004/9/10

2002/12/27

2004/9/6

2002/9/3

2003/8/11

2004/9/7

1,500

510

200

220

500

170

80

450

640

1,000

1,260

670

2,000

400

900

13 m




